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　「憲法ひろば」１６５回例会は４月10日、「あくろすホール」で、調布・東つつじヶ丘の住宅街での陥没・空洞」問題を中心にシンポジウムとして、３人のパネリストとコーディネーター（下表参照）によって進行しました。


　集会は「外環ネット」のご協力で、初めてＺＯＯＭによる配信も実施。参加者約50人に、オンライン視聴者も約50人に上り、コロナ禍を超える模索にもなりました。会は３人の報告から始まりました。　（編集部）
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***********************************************************************************************************








◆先行した振動・低周波音…


　菊地春代さん





　地下を掘削しているシールドマシンが、世田谷区から調布市に入ってきた８月ごろから、東つつじヶ丘２丁目３丁目、若葉町１丁目では、騒音・振動・低周波音など健康被害が出始めていた。ＮＥＸＣＯ東日本など事業者に訴えていたが、事業者は苦情を無視してマシンを動かしていた。10月18日９時過ぎ、すぐ前の家のご主人に「道路に亀裂が入ってる」と言われ見に行ったときは、まさかそんな大きな穴になるとは思わなかった。正午過ぎに陥没して、道路の幅いっぱいに穴が広がったが、事業者側の人は対応できず、住民が警察などへ連絡した。徹夜でダンプカーが次々来て穴を埋め、翌日から道路を封鎖してボーリングなどの調査を始めた。24時間警備員が立ち巡回。ドアを開けるといつも目の前に警備員がいて、監視社会のストレスにさらされた。その間見つかった空洞は３カ所。事業者によって一応埋められたが、地盤は緩んだままだ。


周辺の戸建て居住者への連絡会の行なったアンケートでは回答１３２軒中、構造物被害（家屋・外回り）が58軒、体感被害（騒音・振動・低周波音等）１０２軒だった。


　３月19日に、事業者の「有識者委員会」が調査報告と再発防止策を発表したが、事前の調査不足を棚上げし、陥没後の地盤沈下も公表せず、唐突に地盤補修予定範囲の家を取り壊すと言い出した。


「地盤を元通りに戻してください。セメントや化学溶液を使った地盤補修は真っ平。私たちの土地の将来を決めるのは私たち」と声明している。





◆運動は２０００年から―


　野村羊子さん





　外環道の東京地域、関越～東名間の16㎞は、地上・高架の道路として１９６６年に決定されたが、反対運動で70年「凍結」された。99年石原慎太郎都知事が地下の活用を主張。２０００年に大深度地下使用法が成立すると、09年、トンネルとして整備計画決定、12年から準備工事着手、17年シールドマシーン発進式を実施、双方向から工事が始まった。調布の陥没で全シールドマシーンは停止したが、トンネル内などの工事は継続している。


　高架の計画をそのまま地下にあて、井の頭・善福寺・石神井・野川・実篤公園・国分寺崖線・三つ池と連なる水源地を通るので、湧水池の枯渇と地下水流の遮断、それによる地盤の沈下・隆起や砂漠化の危険がある。


　40ｍ以深の「大深度」では、所有者に告知も補償もしないで工事をして完成後のトンネルの影響も甘受させる。大深度地下ではないインターチェンジ・ジャンクション部や地上部開削部分では、買収・立退きの対象とする。トンネルのうち40ｍ未満の浅深度部には「区分地上権」を設定して土地所有者に利用制限や届出義務を課す。


　事業費は再評価のつど膨らんで２０２０年には２兆３６００億円になっている。トンネル工事を受注したのは４つのＪＶで、ゼネコン21社が関わっている。これに対して、沿線の７区市（練馬、杉並、世田谷、武蔵野、三鷹、調布、狛江）の住民は｢外環ネット｣で連携して抗議行動をしてきた。都には、14年からは大深度地下使用認可公聴会への口述、認可への異議申立、都市計画事業承認・認可への異議申立などをし、17年12月「大深度地下使用認可無効確認等訴訟」を提訴。陥没事故を受けて「外環道事業・工事の中止署名」にも取り組んでいる。





　　<２面に続く>
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